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さらなる情報 

本 IFRS in Focusは、2021年 12月に国際会計基準審議会（IASB）が公表した「IFRS第 17号と IFRS第 9

号の適用開始―比較情報」というタイトルの IFRS第 17号「保険契約」の修正について解説する。 

• IASBは、IFRS第 17号の経過措置に対する狭い範囲の修正を公表した 

• IFRS第 17号と IFRS第 9号を同時に適用する企業に対して、本修正は、IFRS第 17号と IFRS第 9

号の適用開始の際に表示する比較情報が、IFRS第 9号について修正再表示されていない（比較対象

期間に認識が中止された金融資産を含む）金融資産に関連する。 

• 本修正を適用することにより、IFRS第 9号の分類および測定の要求事項が金融資産に適用されたか

のように、そのような金融資産に関する比較情報を表示することが認められる。この選択肢は、金融商

品ごとに利用可能である。 

• 分類上書きを金融資産に適用する際に、企業は IFRS第 9号 の減損の要求事項を適用することは要

求されない。 

• 本修正は、IFRS第 17号を適用する前に IFRS第 9号を適用した企業にも適用可能である。当該企業

に対しては、分類上書きは、比較対象期間に認識が中止された金融資産に適用され、企業が IFRS第

17号の適用開始の際にどのように資産を指定することを予想するのかに基づいて、 IFRS第 17号の

再指定の要求事項を適用することを認める。 

• 本修正は、企業が IFRS第 17号を初めて適用する時に発効する。 

背景 

多くの保険会社は、IFRS第 17号 を適用するまで IFRS第 9号「金融商品」の適用を延期することを認める一

時的免除を適用することを選択している。しかし、当該 2つの基準は、適用開始時に表示する比較情報に関し

て異なる要求事項を有する。IFRS第 17号 は、企業が少なくとも 1 期の修正再表示した比較対象期間を表示

詳細は、下記Webサイト参照 
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することを要求するが、IFRS第 9号 は、比較対象期間の修正再表示を（要求しないが）認めている。IFRS第 9号 は、IFRS第 9号 の適用開始日

より前に認識が中止された金融資産に IFRS第 9号を適用することを禁止している。 

そのようにすることにより表示される情報の有用性を改善すると考えているため、多くの保険会社は、IFRS第 9号を適用する金融資産に対して、比

較情報を表示することを予定している。しかし、一部の保険会社は、比較対象期間に IFRS第 9号を適用して分類された金融資産と IAS第 39号

「金融商品：認識及び測定」を適用して分類された金融資産が混在している場合、表示される情報の有用性について懸念を提起している。比較対象

期間において保険契約負債と金融資産の間に会計上のミスマッチを生じる可能性があるため、彼らは、誤解を招く可能性のある情報を生じさせる可

能性があること指摘した。当該保険会社は、IFRS第 9号と IFRS第 17号の完全適用を含む年度と比較すると、このような情報は説明が非常に難し

いことを指摘している。 

さらに、保険会社は、比較期間の期末まで修正、どの金融資産が IFRS第 9号について修正再表示されるのかを識別することが可能でないという運

用上の複雑性に関しても懸念を提起している。 

これらの困難に対処するために、保険会社は、IFRS第 17号の移行日時点の IFRS第 9号の分類の要求事項の適用を反映する金融商品に関する

情報を表示する選択肢を、IASBに求めた。IASBは、公開草案 ED/2021/8「IFRS第 17号と IFRS第 9号の適用開始―比較情報」において IFRS

第 17号のを提案することにより、これらの要望に対応し、今般最終化された。 

本修正 

金融資産に関する比較情報が IFRS第 9号について修正再表示されていない場合、IFRS第 17号と IFRS 第 9号 を同時に初めて適用する企業

は、金融資産に関する比較情報を表示する目的で、分類上書きを適用することが認められる。これは、企業が過去の期間を修正再表示しないことを

選択する場合、または企業が過去の期間を修正再表示するが、金融資産が当該過去の期間中に認識が中止される場合の可能性がある。 

見解 

IASBは、特定の金融資産に対して分類上書きを適用することの便益がコストを上回るかどうかを企業が評価できるように、分類上書きは金融商

品ごとに選択可能であるべきであると結論付けた。しかし、IASBは、分類上書きを金融商品ごとに適用する選択肢は、例えば IFRS第 9号を適

用する際に企業が事業モデルを評価するレベルを考慮することにより、より高いレベルの集約で企業が適用することを妨げないと考えた。 

本修正は、分類上書きを金融資産に適用する企業が、金融資産についての比較情報を IFRS第 9号の分類および測定の要求事項が当該金融

資産にずっと適用されていたかのように表示することを要求している。企業は、IFRS第 9号の適用開始時に金融資産がどのように分類および測

定されると予想するのかを決定するために、移行日において利用可能な合理的で裏付け可能な情報を使用しなければならない（例えば、企業は

IFRS第 9号の適用開始を準備するために行った予備的な評価を使用する可能性がある）。 

見解 

本修正の結論の根拠は、分類上書きを適用すると、企業は比較情報における金融資産の分類と測定を、その金融資産の分類と測定が IFRS第

9号の適用開始時に行われると企業が予想するものと一致させることを説明している。IASBは、この予想される IFRS第 9号の分類および測定

は、企業が分類上書きを適用することを準備できるように、IFRS第 17号への移行日に決定するべきであると結論付けました。この決定を行う

際には、移行日に利用可能な合理的で裏付け可能な情報を企業が使用する必要があります。例として、企業は、IFRS第 9号の適用開始の準

備に実行されるビジネス モデルとキャッシュ フロー特性の予備的な評価を使用できる。 

分類上書きを金融資産に適用する場合、企業は IFRS 第 9号の減損の要求事項を適用することは要求されないい。本修正に基づいて決定された分

類に基づいて、金融資産は IFRS第 9号の減損の要求事項の対象となるが、企業が分類上書きを適用する際に当該要求事項を適用しない場合、

企業は IAS第 39号に従って前期に減損に関して認識された金額を引き続き表示する。それ以外の場合は、そのような金額は戻し入れられ、修正再

表示された IFRS第 9号の減損金額に置き換えられる。 

金融資産の従前の帳簿価額と、分類上書きの適用から生じた移行日現在の帳簿価額との差額は、移行日において期首の利益剰余金（または適切

な場合には、資本の他の内訳項目）に認識される。 

分類上書きを適用する企業は、分類上書きが適用された範囲（例えば、比較対象期間に認識が中止されたすべての金融資産に適用されたかどう

か、IFRS第 9号の減損の要求事項が適用されたかどうか、およびどの範囲に適用されたかどうかを、財務諸表の利用者が理解することを可能にす

る定性的情報を開示する。 

企業は、IFRS第 17号への移行日から IFRS第 17号の適用開始日までの間の報告期間の比較情報にのみ分類上書きを適用する。 

IFRS第 9号の適用開始日において、企業は IFRS 第 9号の経過措置を適用する。 
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見解 

EDでは、IASBは、IFRS第 17号の範囲に含まれる契約に関連しない活動に関して保有する金融資産に分類上書きは適用されないことを提案

した。しかし、EDの回答者は、IFRS第 17号と IFRS第 9号を同時に初めて適用する企業に対して、保険以外の活動に関して保有する金融資

産に分類上書きを適用することを認めることは、適用開始時において表示された比較情報の有用性を改善させることができると、IASBに情報を

提供した。 

したがって、IASBは、分類上書きの利用可能性を拡大することの便益は、把握されているコストを上回ると結論付けた。 

本修正は、IFRS第 17号を適用する前に IFRS第 9号を適用した企業にも適用可能である。 これらの企業について、分類上書きは、比較対象期間

に認識が中止された金融資産に適用され、IFRS第 17号の適用開始において、企業がどのように資産を指定することを予想するのかに基づいて 

IFRS第 17号の再指定の要求事項を適用することが認められる。 

見解 

EDでは、IASBは、分類上書きは、IFRS第 17号と IFRS第 9号を同時に初めて適用する企業にのみ適用可能であることを提案した。しかし、

利害関係者は、IFRS第 17号を初めて適用する前に IFRS第 9号を適用した企業に対して、それほど重大ではないが会計上のミスマッチが発

生する可能性があることを IASBに情報提供した。このようなミスマッチは、これらの企業が比較対象期間に認識が中止された金融資産に IFRS

第 17号 C29項を適用できないために発生する可能性がある。したがって、IASBは、分類上書きをこれらの企業でも利用可能にするが、比較対

象期間に認識が中止された金融資産に対してのみ利用可能となることを決定した 

発効日 
分類上書きの適用を選択した企業は、IFRS第 17号の初期適用時に分類上書きを適用する。 

さらなる情報 

IFRS第 17号の修正についてご質問がある場合は、通常のデロイト連絡先にご連絡ください。 

 
デロイト会計リサーチ・ツール（DART）は、会計および財務情報開示資料の包括的なオンライン・ライブラリです。 

iGAAP on DARTでは完全版 IFRS基準へのアクセスが可能であり、以下のリンクがあります。 

• デロイトの最新の iGAAPマニュアル。IFRS基準に基づく財務報告のためのガイダンスを提供しています。 

• IFRS基準に基づいて報告する企業のモデル財務諸表 

さらに、ｉＧＡＡＰの Beyond the numbers は、企業の価値を大きく上げることができる、より広範な環境、社会的およびガバナンスの事項を踏ま

えてビジネスが考慮しなければならない、開示要求および推奨事項についてのガイダンスを提供しています。 

DARTへのサブスクリプションを申し込むには、ここをクリックして、アプリケーション・プロセスを開始し、iGAAP パッケージを選択します。 

サブスクリプションパッケージの価格を含む DART の詳細については、ここをクリックしてください。 

https://dart.deloitte.com/iGAAP
https://dart.deloitte.com/iGAAP/home/igaap/deloitte-guidance-1/vol-e-beyond-numbers
https://subscriptionservices.deloitte.com/#/plan
https://www2.deloitte.com/global/en/pages/audit/solutions/igaap-on-dart-global.html
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